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【手続補正書】
【提出日】令和1年7月26日(2019.7.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極と、
　負極と、
　セパレータと、
　リチウムイオンを含む非水系電解液と
を含む、非水系リチウム型蓄電素子であって、
　前記正極は、正極集電体と、前記正極集電体の片面又は両面に正極活物質層とを有し、
前記正極活物質層は、炭素材料を含む正極活物質を含有し、
　前記負極は、負極集電体と、前記負極集電体の片面又は両面に負極活物質層とを有し、
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前記負極活物質層は、リチウムイオンを吸蔵及び放出できる負極活物質を含有し、
　前記正極は、前記正極活物質層の全質量を基準として、前記正極活物質以外のリチウム
化合物を１質量％以上５０質量％以下含有し、
　前記正極集電体及び前記負極集電体が貫通孔を持たない金属箔であり、
　前記負極活物質層のリチウムイオンのドープ量が単位質量当たり１５０ｍＡｈ／ｇ以上
７００ｍＡｈ／ｇ以下であり、前記負極活物質層の片面当たりの目付が５ｇ／ｍ２以上３
５ｇ／ｍ２以下である、非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項２】
　前記負極活物質層について、ＱＳＤＦＴ（急冷固体密度汎関数理論）によって算出した
２０Å以上３５０Å以下の細孔容積が、ＱＳＤＦＴにより算出した０Å以上３５０Å以下
の細孔容積の５０％以上１００％以下である、請求項１に記載の非水系リチウム型蓄電素
子。
【請求項３】
　前記負極活物質層の平均細孔径が２ｎｍ以上２０ｎｍ以下である、請求項１又は２に記
載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項４】
　前記正極に含まれる前記リチウム化合物が、炭酸リチウムである、請求項１～３のいず
れか１項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項５】
　前記リチウム化合物の平均粒子径をＸ１とするとき、０．１μｍ≦Ｘ１≦１０μｍであ
り、前記正極活物質の平均粒子径をＹ１とするとき、２μｍ≦Ｙ１≦２０μｍであり、か
つＸ１＜Ｙ１である、請求項１～４のいずれか１項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
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